
      

経営規模等評価申請・総合評定値請求の確認資料について 
  
 
 
令和３年４月１日申請分から、確認資料を以下「経営事項審査に係る「確認書類」

一覧表 【国土交通大臣許可業者用】」のとおり変更しますので、事前にお知らせしま

す。 
 なお、４月以降の追加評価項目及び変更項目については、現在、確認資料等を含め

精査中ですので、作成できしだい掲載いたします。 
 
主な変更点 
 
 工事経歴書は、変更届（決算変更届）が提出済みの場合は省略できる。 

 
 ６月以上の雇用を確認する確認資料は、前年度申請の技術職員名簿掲載者につい

ては、直近の①健康保険・厚生年金保険に係る標準報酬決定を通知する書面又は

②住民税特別徴収額を決定する書面のいずれか。 
 

 技術職員の資格等の証明する確認資料は、「有効期限に関する記載がある者（登録

基幹技能者等）」、「新規掲載者」、「前年度から業種の追加・変更及び有資格区分の

追加・変更のある職員」のみ、①合格証等②実務経験証明書：経審用のいずれか。 
また、講習受講を「１」（受講済み）とする場合のみ、③監理技術者資格者証及

び監理技術者講習修了証を添付する。 
 
その他にも変更した点がありますので、「経営事項審査に係る「確認書類」一覧表 

【国土交通大臣許可業者用】」に赤字記載していますので、確認ください。 
 
 
※２月１日から工事経歴書確認資料の契約書、注文書及び注文請書は、業種毎に元

請・下請の区別なく請負代金の大きい順に３件（３件に満たない場合は全て）と変更 



□ ⑪
［項番４５］
法定外労働災害補償制度加入

以下の資料（①～⑤）の”いずれか一つ”
①(公財)建設業福祉共済団への加入を証明する書面
②(一社)全国建設業労災互助会への加入を証明する書面
③全日本火災共済共同組合連合会への加入を証明する書面
④(一社)全国労働保険事務組合連合会への加入を証明する書面
⑤労働災害総合保険若しくは準記名式の普通傷害保険の保険証券又は
加入を証明する書面
※次の要件のすべてを満たすものでなければ評価対象として扱えませ
ん。
○業務災害と通勤災害のいずれもが対象となっていること
○直接雇用関係にある職員及び下請負人（数次の請負による場合に
あっては下請負人のすべて）の直接の使用関係にある職員のすべてが
対象となっていること
○死亡及び労災保険の傷害等級第１級から第７級までに係るすべてが
対象となっていること

審査基準日に加入しているこ
とが証明できるもの

２９

□ ⑩
［項番４５］
退職一時金制度若しくは
企業年金制度導入

退
職
一
時
金

以下の資料（①～⑨）の”いずれか一つ”
①中小企業退職金共済制度への加入を証明する書面
②特定退職金共済団体制度への加入を証明する書面
③就業規則（労働基準監督署長の印のあるもの）
④労働協約

審査基準日に導入しているこ
とが証明できるもの

企
業
年
金

⑤厚生年金基金への加入を証明する書面
⑥適格退職年金契約書
⑦確定拠出年金運営管理機関の発行する確定拠出年金への加入
を証明する書面
⑧確定給付企業年金の企業年金基金の発行する企業年金基金へ
の加入を証明する書面
⑨資産管理運用機関との間の契約書

□ ⑧
［項番４３］
厚生年金保険の加入

以下の資料（①～②）の”いずれか一つ”
①保険料の納入に係る領収証書
②納入証明書

審査基準日を含む月のもの

□ ⑨
［項番４４］
建設業退職金共済制度

建設業退職金共済事業加入・履行証明書（経営事項審査用）
審査基準日に加入しているこ
とが証明できるもの

□ ⑥
［項番４１］
雇用保険加入

①労働保険　概算・確定保険料申告書（雇用保険に関する部分）
　※労働保険組合が発行した納入告知書・計算書と領収書でも可
②①により申告した保険料の納入に係る領収済通知書

①審査基準日を含む期間内
のもの②審査基準日を含む期
間内のものうち直近のもの

□ ⑦
［項番４２］
健康保険の加入

以下の資料（①～②）の”いずれか一つ”
①保険料の納入に係る領収証書
②納入証明書
　※健康保険の被保険者となるべき従業員が承認を受けて全国土木建築国民健康
保険等の国民健康保険に加入している場合は、「適用除外」となる

審査基準日を含む月のもの

□ ⑤ 技術職員の資格等の証明

・技術職員名簿に記載されているうち、「有効期限に関する記載がある者
（登録基幹技能者等）」、「新規掲載者」、「前年度から業種の追加・変更
及び有資格区分の追加・変更のある職員」のみ①、②を添付する。
①合格証等
②実務経験証明書：経審用

・講習受講を「１」（受講済み）とする場合は、
③監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を添付する。

・ＣＰＤ単位取得数
 

技術職員名簿の記載順に合
格証等（①～③）を添付
基幹技能者は「登録基幹技能
者講習修了証」を提出してくだ
さい

任意 項番 確認書類 備考

□ ③
審査対象年度
・法人税確定申告書別表十六（一）及び（二）他、並びに貸借対照表(様式第15号)及び損益計算書(様式第１６
号)

貸借対照表及び損益計算書
については、建設業法施行規
則で定められた様式以外は不
可

□ ④
技術職員に計上している方の６ヶ月
を超える恒常的雇用関係の証明

「技術職員名簿」は前年度と
同じ順で記載し、新規記載者
を追加して下さい。
※技術職員名簿記載が３０人
を超える場合は、①、②に技
術職員名簿の記載頁数及び
記載行数を記入（例　：　ｐ３，
１１）

審査基準日以前に６ヶ月を超
える恒常的雇用関係が証明で
きるものが必要です

※記載しているもの以外で、
審査基準日以前に６ヶ月を超
える恒常的雇用関係が証明で
きるものがある場合は問い合
わせてください

高年齢者雇用安定法の継続雇用制度対象者（６ヶ月超前からの雇用者）
・継続雇用制度の対象者であることを証する会社の代表者の押印のある
書面（原本）
（常時１０人以上の労働者を使用する企業は、併せて継続雇用制度につ
いて定めた労働基準監督署の受付印のある就業規則）

審査基準日直前に発行・作成された
①健康保険・厚生年金保険に係る標準報酬決定を通知する書面
　※後期高齢者医療制度対象者については、厚生年金保険料に係
る標準報酬　決定を通知する書面
②住民税特別徴収額を決定する書面
のいずれか。
（知事許可で前年度受審している場合は、①又は②に加え前年度
の技術職員名簿の写しを添付）

□ ①
審査対象年度
・消費税確定申告書の控え及び添付書類（付表２）
・消費税納税証明書（その１）

□ ②

審査対象年度
・工事経歴書（様式第２号）に記載されている工事に係る工事請負契約書又は注文書及び請書
　※業種毎に元請・下請の区別なく請負代金の大きい順に３件（３件に満たない場合は全て）
・工事進行基準適用工事がある場合は「工事進行基準適用工事一覧表（経審用）」を申請書に添付
※前年度未受審の場合は、審査対象年度分全て（知事許可で前年受審している場合は、直前３年の各事業年
度における工事施工金額を添付）
※審査対象年度の変更届（決算変更届）を提出済の場合は、工事経歴書、直前３年の各事業年度における工
事施工金額は省略可

※契約書等の右上余白部分
に、業種、番号（工事経歴書
記載順の番号）を記入してくだ
さい（例）土－１、土－２

新
規
記
載
者

上述①又は②に加え、③又は④のいずれか
③事業所名の記載された健康保険被保険者証（資格取得年月日
が確認できれば、健康保険組合が発行した資格証明書も可）
④雇用保険被保険者資格取得確認通知書
（前年度未受審の場合も同様）

前
年
度
の
技
術

職
員
名
簿
掲
載
者

経営事項審査に係る「確認書類」一覧表　【国土交通大臣許可業者用】　（１／２）

チェック 必須 確認書類　　※特に指定のない場合は全て写し（コピー） 備考

未確定（４／１までに改訂します）



□ ⑳

［項番６１・６２］
知識及び技術又は技能の向上に関
する取組の状況
　CPD単位取得数　技術者数
　技能レベル向上者数　技能者数
　控除対象者数

①活動内容に建設業が含まれている
こと
②建設業法上の従たる営業所のすべ
てが認証範囲に含まれていること

１．建設機械抵当法施行令（昭和29年政令第294
号）別表に規定するショベル系掘削機、ブルドー
ザー（自重３トン以上）、トラクターショベル及びモー
ターグレーダー
２．大型ダンプ車
土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防
止等に関する特別措置法（昭和42年法律第103号）
第２条第２項に規定する大型自動車（以下単に「大
型自動車」という。）のうち、同法第３条第１項第２号
に規定する経営する事業の種類として建設業を届
け出、かつ、同項又は同条第３項の規定による表示
番号の指定を受けているもの、大型自動車のうち、
土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防
止等に関する特別措置法施行規則（昭和42年運輸
省令第86号）第５条第１項に規定する表示番号指定
申請書（記載事項に変更があった場合においては、
同条第２項に規定する申請事項変更届出書）に主と
して経営する事業の種類が建設業である旨を記載
し、かつ、同法第３条第２項の規定による表示番号
の指定を受けているもの
３．労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318
号）第12条第1項第4号に規定するつり上げ荷重が3
トン以上の移動式クレーン

［項番５６］
建設機械の保有状況

□ ⑲

［項番５７・５８］
国際標準化機構が定めた規格
　ＩＳＯ　９００１の登録
　ＩＳＯ　１４００１の登録

【１】建設機械の保有状況一覧表
（申請書類に添付の場合、記載されていた建設機械の確認書類
【２】①売買契約書は次年度以降添付不要。
確認書類に添付された場合は従来どおり翌年度以降も添付必
要）
【２】審査基準日時点の所有状況が確認できる次の①又は②の
い
　　ずれか
①売買契約書
②リース契約書
　審査基準日から将来に渡って１年７ヶ月以上の使用期間のあ
るも　の。（リース期間が１年７月に満たない建設機械について、
評価を受けようとする場合は、「リースに関する申出書」が必要）
かつ
【３】それぞれ稼働の状況が確認できる次の資料
　・建設機械の場合…特定自主検査記録表
　・大型ダンプ車の場合…自動車検査証
　・移動式クレーンの場合…製造時検査証または性能検査証

(財)日本適合性認定協会（ＪＡＢ）又はＪＡＢと相互認証している
認定機関に認定されている審査登録機関の認証を証明する書
類
①登録証
②付属書（認証範囲を確認できる書面）

注記表（様式第１７号の２）
　※〔項番５２〕で「１」を選択した場合のみ

営業停止命令書若しくは指示書

建設業法施行規則で定められた様式
以外は不可

常勤性の証明も必要

１～３のいずれか１点を提出

建設業法第２８条に基づく処分

１：有価証券報告書若しくは監査証明書
　（無限定適正意見又は限定付適正意見が付されているもの）
２：会計参与報告書
３：建設業の経理実務の責任者（常勤職員）のうち公認会計士、
会計士補、税理士及びこれらとなる資格を有する者並びに１級
建設業経理事務士のいずれかに該当する者が「経理処理の適
正を確認した旨の書類」に自ら署名を付したもの（原本）

・合格証等
（建設業経理事務士検定試験の合格者は１級、２級だけが評価
対象です）
常勤性を確認できる以下の資料（①～②）の”いずれか一つ）
①健康保険／厚生年金保険　標準報酬決定通知書
②住民税特別徴収税額の通知書

３０

□ ⑯
［項番５３・５４］
公認会計士等の数

□ ⑰
［項番５５］
研究開発費の状況

□ ⑱

□ ⑭
［項番５０・５１］
法令遵守の状況

□ ⑮

［項番５２］　監査の受審状況
１．会計監査人の設置
２．会計参与の設置
３．経理処理の適正を確認した旨
　の書類の提出

□ ⑫
［項番４８］
民事再生法又は会社更生法の適用

□

審査基準日時点で有効な協定に限る

防災協定を複数締結している場合は、
その内の１つのみの添付

審査対象事業年度に受けた決定につ
いて提出して下さい

⑬
［項番４９］
防災協定の締結

以下の資料（①～②）の”いずれか一つ”
①国、特殊法人等又は地方公共団体と締結している防災協定
書
②所属している社団法人等の団体が、国、特殊法人等又は地方
公共団体との防災協定を締結している場合は
　・当該団体が締結している防災協定書
　・申請者が当該団体に加入していることを証する書面
　・防災活動に一定の役割を果たすことが確認できる書類
　（当該団体の活動計画書又は当該団体の発行する証明書等）

・手続開始の決定日を証明する書面
・手続終結の決定日を証明する書面（官報公告の写し等）

経営事項審査に係る「確認書類」一覧表　【国土交通大臣許可業者用】　（２／２）

任意 項番 確認書類 備考

未確定（４／１までに改訂します）

未確定（４／１までに改訂します）
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